
 

             
                    

 

○C  2015 SSBC. All rights reserved. 

 
            

成和-上海快報 は、一般情報の提供を目的としておりますので、特定の問題は専門家のアドバイスが必要となります。弊社の連絡先は以下の通りです。 

 

■ 上海事務所 上海成和ビジネスコンサルティング 上海市長寧区延安西路 1600号禾森商務中心 303 室 tel  +86-21-5237-6737  fax  +86-21-5238-2779 
 
■ 岐阜事務所 税理士法人 成和 ／ 株式会社成和ビジネスコンサルティング 岐阜県岐阜市菅生 2-3-19 tel +81-58-295-7077 fax +81-58-295-7078 
 
■ ホーチミン事務所 ベトナム成和ビジネスマネジメント No.27,Thu Khoa Huan,F.8,Q.Tan Binh,Ho Chi Minh City,Vietnam Tel:+84-8-864-0244 

成和－上海快報 
 

   

   
      

     SSBC-Shanghai Express News                            Vol. 2020‐11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 
            

S
Seiwa Global   URL: http://www.seiwa-group.jp 

  

 

 

 

 
 

新型コロナウィルス（COVID-19）の影響を大きく受けた 2020年も残すところ 2ヶ月ほどとなり

ました。中国ではほぼ全ての企業は 12月末に決算を迎え、暦年の 1年間（1月 1日～12月 31日）

の利益に対して企業所得税が課税されます。今回は年末を迎えて企業が注意すべき企業所得税に

関する注意事項について概説します。 

 

 

１．企業所得税の概要 

企業所得税の課税主体は居住者企業と非居住者企業に分かれますが、ここでは居住者企業の場

合に限定して説明します。居住者企業とは、中国の会社法に基づいて設立された企業、もしくは

外国の法令に基づいて設立された企業についてその実際の管理機構が中国国内に存在する企業を

指しますが、日本からの投資により中国国内に設立された中国現地法人はすべて居住者企業とな

ります。なお、中国の法令により経営が認められる日本企業の中国支店（分公司）や駐在員事務

所についても企業所得税法上の居住者企業となります。 

居住者企業は、暦年の一年間で稼得した利益に対して企業所得税が課税されます。この企業所

得税が課税される利益のことを課税所得といいますが、この課税所得は企業所得税法及び関連法

令（以下、「税法」とします。）に基づいて計算することとされており、会計上の利益とは必ずし

も一致するものではありません。通常は、課税所得は、会計上の利益に対して税法に基づく調整

を行うことにより算出することとなります。また、企業所得税の基本税率は 25％とされています

が、税法により一定の条件を満たす場合の軽減税率が予定されています。 

 

◇企業所得税の税額計算方法 

【税額】 ＝ 【課税所得】（※1） × 【税率】（※2） 

（※1）【課税所得】＝（会計上の利益）±（税法に基づく調整） 

（※2）基本税率は 25％、税法による軽減税率あり 

 

２．年末に向けた注意点 

（１）損金算入限度額 

上記の通り、課税所得は会計上の利益から税法に基づく調整を行って算出しますが、会計上費

用として計上されている支出について、課税所得の計算において調整が必要とされる項目があり

ます。これは、一定の名目の支出については課税所得の計算上、計上に上限額が設定されている

ことによります。接待交際費や福利厚生費といった支出については、どの企業においても調整が

必要となることが考えられるため、年末に向けてどの程度の調整が必要となり、想定される納税

額の増加にどの程度の影響があるのかについて確認が必要となります。 
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◇損金算入限度額の例 

項目（例示） 限度額 

接待交際費 発生額の 60％（ただし、営業収入の 0.5％が上限） 

福利厚生費 賃金・給料発生額の 14％ 

広告宣伝費 営業収入の 15％（超過分は翌年以降に繰り越しが可能） 

公益性寄付 利益総額の 12％ 

（ただし、2020 年についは、新型コロナウィルスの防疫のた

めの寄付について特別規定あり） 

 

（２）優遇税率の適用条件 

企業所得税の基本税率は 25％とされていますが、税法により小規模薄利企業に対しては 20％

の税率が適用されることとされています。また、2019 年からの 3 年間という期限付きの暫定措置

として、条件を満たす小規模薄利企業は、課税所得100万元以下の部分については課税所得を25％

に圧縮、課税所得 100 万元から 300 万元以下の部分については課税所得を 50％に圧縮したうえ

で、20％の税率を乗じて税額を算出することが認められています。この結果、暫定措置の適用を

受けられる場合の事実上の税率は課税所得に応じて 5％～8.3％となりますが、この暫定措置につ

いては、課税所得が 300 万元を超過した場合には適用を受けることができなくなり基本税率であ

る 25％の適用をうけることとなるため、課税所得が 300 万元を 1 元でも超える場合には納税負担

が大幅に増加することになります。そのため、年度末に向けて年間の課税所得の試算をおこない、

課税所得が 300 万元に近似する場合には注意が必要となるものといえます。 

 

（３）固定資産の処理に関する優遇措置 

税法では、課税所得の計算にあたって、固定資産は税法で定める耐用年数（月数）で按分して

計算される金額をもって当年の費用（支出）とすべきこととされています。そのため、当年中に

固定資産を購入しても当年の費用増加に対する効果は限定的とされます。しかしながら、2018 年

からの 3 年間（2020 年は適用最終年となります。）という期限付きの暫定措置として、単価が 500

万元以下の機械設備、器具については、購入時にすべてを費用に計上することが認められること

とされています。そのため、年度末に課税所得を減らさなければならない事情がある場合には、

機械設備もしくは器具に対する設備投資を前倒しして行うことにより、その効果を得られること

となります。 

この暫定措置の適用を受ける場合、当年の課税所得を減らすものの、翌年以降は当該固定資産

に関する費用計上ができなくなるため、この分課税所得が増加することとなります。そのため、

暫定措置の適用による有利性の判定は、翌年以降の経営計画も考慮しながら判断すべきことにな

るものといえます。 
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